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近藤原子力委員長の海外出張報告 

 

平成１７年１１月２９日 

 

１．渡航目的 

米国ワシントン D.C.で開催された第６回 日米原子力ワークショッ

プに出席し、我が国の原子力政策に関して講演を行うと共に米国政府要

人と会談を行った。 

 

２．出張者及び日程 

 （１）出張者 近藤原子力委員長米国・ワシントンＤ．Ｃ． 

 （２）日程  11 月 20日（日）成田発 → ワシントン D.C.着 

           21 日（月）第６回日米原子力ワークショップで講演 

    及び米国要人と会談 

           22 日（火）第６回日米原子力ワークショップに出席 

           23 日（水）ワシントン D.C.発 

           24 日（木）成田着 

 

３．結果概要 

（１）第６回日米原子力ワークショップ 

 近藤委員長は、「エネルギーの将来：戦略と挑戦」をテーマに開催さ

れた Washington Policy & Analysis 主催の第６回日米原子力ワークシ

ョップに出席し、“The Framework for Nuclear Energy Policy”と題す

るキーノートスピーチを行い、本年１０月に閣議決定された原子力政策

大綱に基づいて我が国の原子力政策の概要を紹介した。 

 近藤委員長は、我が国の原子力発電、核燃料サイクル、放射性廃棄物

処分など原子力エネルギーに係る研究、開発及び利用に係る今後の施策

の基本的考え方を、策定会議における主要論点を紹介しつつ説明した。

また、エルバラダイＩＡＥＡ事務局長が提唱している核燃料サイクルの

マルチラテラル・アプローチ（ＭＮＡ）のような核不拡散体制の維持・

強化のための活動を高く評価しており、我が国もそのような国際的な議

論に積極的に参加するだけでなく、そのようなアプローチの実現に適合

するなら我が国の有する所要の機能を提供するなどして国際社会に具
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体的に貢献していくことが重要である旨の考えを示した。そして、経済、

環境及びセキュリティは、エネルギー問題及びそれに対処するエネルギ

ー政策の中心課題であるが、そこにはコスト削減と環境保護、原子力発

電の拡大とリスク削減のようなジレンマがあること、大気中のＣＯ２濃

度を安定化させるため、ＣＯ２を排出しないエネルギー供給源を増加さ

せる必要があり、それには、欠点を改善し技術競争力を高めることによ

って原子力発電のシェアを維持・拡大することが望ましいこと、そこで、

原子力関係者は、他のエネルギー技術との競争を絶えず意識して、原子

力が公益に貢献し続けることができるよう改良・改善を惜しまないこと

が肝要と述べて発表を締めくくった。 

 

（２）米国要人との会談 

１）ＤＯＥ要人との会談 

 近藤委員長は柳瀬原子力政策課長とともに、ジョンソンＤＯＥ原子力

局長を訪問し、同席したボドマンＤＯＥ長官及びセル同副長官とともに、

意見交換を行った。 

 近藤委員長からは、原子力政策大綱のポイントを紹介し、大綱の策定

プロセスにおいては特に、国民の生の声を聴くことに努めたこと、国民

の原子力に対する理解を深めるためには、教師と生徒のような関係では

なく、対等な立場に立った対話が必要であると考えている旨述べた。ま

た、日米は、原子力発電及び放射線利用に関する分野において、従来よ

り様々な協力活動を行なってきたが、今後も各方面において密接に連携

し協力していきたい旨述べた。 

 ボドマン長官からは、米国国民はＴＭＩ事故以降原子力発電に対して

ネガティブとなり、政治的、法的手続きの面でも新規立地に対するハー

ドルが高くなっていたが、近年、既存の原子力発電所の安全性及び経済

性は共に向上しており、地球環境面でもその有用性が認められるように

なって、産業界及び立地地域住民ともに新規建設を前向きに考えるよう

になって状況が好転している旨の発言があった。ＤＯＥでは、これら状

況の変化を受け、原子力発電の最大の課題であるユッカマウンテン等の

放射性廃棄物処分の問題を含め、政治面・技術面から原子力発電の新規

建設実現に向けて対応を進めている旨の発言があった。 

 また、ボドマン長官から「もんじゅ」の現状について質問があり、近
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藤委員長より、「もんじゅ」の改修工事に係る地元了解が本年２月に得

られて、現在は約２年後の運転再開を目指して鋭意改修作業を進めてい

ること、このプラントは、マイナーアクチニド燃焼等の実験にも不可欠

であり、世界の研究開発拠点として活用していきたいと考えている旨回

答した。 

 

２）ＮＲＣ委員との会談 

 近藤委員長は、米国原子力規制委員会（ＮＲＣ）を訪問し、３名の委

員（メリフィールド委員，ライアン委員及びジャツコ委員）とそれぞれ

会談を行った。 

 近藤委員長からは、原子力政策大綱のポイントを紹介しつつ、原子力

発電に関する米国国民の理解の状況などについてそれぞれの委員に対

して確認したところ、以下のような発言があった。 

 メリフィールド委員からは、廃棄物の処分に関し、使用済燃料の輸送

車両の通過を禁止している州もあるが、ドイツとは異なり、これが原子

力発電の継続を妨げるような問題にはなっていないこと、自分は、米国

民は放射性廃棄物より化学的・生化学的にもっと危険な物質がハイウェ

イで輸送されていることを理解していると考えている旨の発言があっ

た。 

 ライアン委員からは、地域住民との対話に関し、本年訪日した際に柏

崎及び六ヶ所村を訪れたが、地域住民の理解を得るためのアプローチの

仕方について勉強になったこと、原子力政策大綱が安全の確保の取組を

政策遂行の前提となる基盤的取組に位置づけたことは適切で、自分も着

実な政策遂行には安全運転の継続が第一であると考えている旨の発言

があった。 

 ジャツコ委員からは、地方と中央政府との関係に関し、米国では、Ｎ

ＲＣが規制上の決定を行う場合には、パブリックコメントを求めるが、

この時に州政府がコメントすることがあり、また、公聴会においても州

政府に機会が与えられる仕組みになっており、それらを踏まえて行なわ

れる連邦政府の決定が最終的なものとして受け入れられている旨の発

言があった。 

 

以上 


